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【背景・目的】 

  幼児期における身体活動は、さまざまな機能向上に重要な役割を果たしており 1) 、心理面や

認知機能など 2-4) にも好影響を与えることが報告されている。一方で、身体活動時間を増やす

ために重要な余暇時間身体活動は幼児期に低く、徐々に減少することが示されている 5) 。家族

の影響は、幼児の余暇時間身体活動の最も重要な予測因子の 1 つとして認識されており、幼児

に対する親の支援行動は幼児期の身体活動に大きく関連していることも報告されている 6-10) 。

しかし、これらの関連性がどの程度身体活動量に変化をもたらすかについて、介入研究による

検討はされていない 11,12) 。さらに、客観的に評価された身体活動を用いて、幼児に対する家族

主導の身体活動介入の有効性を検証した報告はほとんどない 13) 。これらのことから、我々のグ

ループは、幼児期の身体活動を高めるための親による間接的介入の効果に着目した。 

  Laukkanen ら 14) は、フィンランドのスカンジナビアの都市で、親による間接的介入が幼児期

の身体活動を高める否かを、クラスターランダム化比較試験を用いて検証した。無作為に介入

地区と対照地区に分け、Baseline、6 ヵ月後、12 ヵ月後の計 3 回、幼児の身体活動量、親と幼児

との関わりを評価する調査票（FPAE：Family Physical Activity Environment）を調査した。介入

地区には、集団型セミナー、個人面談、2 ヵ月後と 5 ヵ月後に電話カウンセリングを提供した

（図 1）。その結果、介入地区では、子どもの平均余暇時間は有意に増加した。一方で、Baseline

の時点で、既に十分な支援を施していた親の幼児の身体活動量に増加が示されなかった。よっ

て、Laukkanen ら 14) の研究では、幼児への支援が低い親に対して Family - based sports program

を提供することは、幼児の身体活動量増加に好影響を与える可能性が示された。しかしながら、

先行研究 14) は海外での取り組みであり、わが国に適応するかは不明であること、さらに、サン

プルが少ないことや介入地区へのプログラム提供の頻度・量が少ないことなどが先行研究の限

界点として挙げられている。 

  そこで本研究では、Family - based program が幼児の身体活動に好影響を与えるか否かをクラ

スターランダム化比較試験を用いて調査すること、また、フィンランドの先行研究 14) を改変し、

成果のあるプログラム検証を目指すことを目的とした。 
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図 1  Laukkanen ら 14)の概要 

 

【方法】 

1)  研究デザイン 

  クラスターランダム化比較試験（図 2） 

 

        図 2 研究のフローチャート 

 

2)  参加者 

   F 市内の幼稚園に通う園児、発達障害や運動発達を遅延させる障害を有する子どもは解析

対象者から除外する。本研究では、子どもの身体活動だけでなく、親との関わりについても

調査を行うため、両親の除外基準も設ける。親の除外基準は、慢性疾患を有する者、妊娠中

の者とする。 

 

3)  介入内容 

  フィンランドの先行研究 14) を改変し、親への介入により幼児の身体活動量の増加が期待

できるプログラムの提供を目指す（図 2）。Baseline 測定から約 2 週間後に、介入（地区）群

にのみプログラムを提供する。内容は、集団セミナー、配布物提供、個人面談、電話カウン
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セリングとする。先行研究 14) の集団セミナーは、30 分間 1 回であったが、本研究では、60

分間の集団セミナーを月 1 回、計 3 回行う。自宅での運動実施を促す観点から、配布する

DVD の内容を説明、実践することをセミナー内容に含める。この DVD は、2 種類、3 段階

に運動強度を高めていくものとし、計 6 枚とする。1 つ目は、母親と一緒に柔軟性を高める

ことを目標に作成した「親子で一緒にストレッチ」、2 つ目は、父親と一緒に筋力や平衡能

力などを高めることを目標に作成した「子どもが喜ぶ親子組体操」とした。さらに、セミナ

ーでは、幼児期運動指針 15)にて提唱されている様々な 36 の動作（遊び）の習得を支援し、

配布資料も提供する。個人面談については、先行研究 14)では、1 回行っていたが、本研究で

は、月 1 回、計 3 回設ける。電話カウンセリングは、先行研究 14)と同様に Baseline 測定から

2 ヵ月後と 5 ヵ月後に行う。 

 

 

図 3 研究の介入内容および、評価項目 

 

4)  評価項目（アウトカム） 

 主要評価は、幼児の身体活動量（三軸加速度計を用いて 1 ヵ月あたりの活動時間を算出）

とし、副次評価項目は、親が子どもとの関わりを評価する質問票（FPAE）を用いる。対象

（地区）群および介入（地区）群に対し、Baseline、6 ヵ月後、12 ヵ月後の計 3 回調査を行

う。 

 世界では子どもの身体活動としては、1 日少なくとも 60 分もしくは 180 分、毎日行うこ

とを推奨しており、各国のガイドラインが示す身体活動量が幅も広いことが現状である 16)。

我が国では、生活全般の身体活動を合わせて 1日当たり 60分以上行うことを推奨している。

この 60 分には、幼稚園や保育園での活動だけではなく、家庭や地域での活動も含めた一日

の生活全体の身体活動を含んでいる 16, 17) 。 

 そこで本研究では、一日の生活全体の身体活動量において、1 日当たり 60 分を目標値とす
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る。わが国の幼児期における身体活動量は未だ報告されていないが、文部科学省調査の結果か

ら、4 割以上の幼児の外遊びの時間が 1 日 60 分未満であったことから、平均 45 分と仮定し、1

日当たり 15 分の身体活動量を臨床的に意義のある差とした。標準偏差は 5 分とした。 

 

【期待される効果・意義】 

 親への身体活動へ認識と、親と子どもの関わりが密接になる。さらに、幼児の身体活動量が

有意に増加すること。 
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【質疑応答】 

➢ フィンランドの先行研究との違いは何か？ 

⇒プログラム内容の密度・頻度・内容（自宅でも実施可能なメディアの配布）。 

➢ クラスターRCT をした必要性はなにか？ 

⇒先行研究：クラスターのコンタミを避けるために、距離をとれるようにしていた。本研究

でもコンタミを避けるため 

➢ フィンランドの距離感と日本の距離感は違うためコンタミを避けられないのではないか？

（受講生） 

⇒確かにそうです。本研究では日本バージョンに置き換え実施したいと思う 

➢ 身体活動量の指標は何か？ 

⇒歩数を最初検討していたが、幼児期では明確な基準や分布がわからないので、まだ決めら

れていない 

➢ サンプルサイズもあいまいということでよいか 

⇒現段階では時間の問題もあり、明確な人数を設定できませんでした。研究していく上では、

しっかりとしたサンプルサイズを算出したいと思う 

 

➢ 身体活動量の指標は何か？  

⇒歩数を最初検討していたが、幼児期では明確な基準や分布がわからないので、まだ決めら

れていない 

➢ お金の計算はしたか？ 

⇒１万×２００人＝200万 

コメント：ざっくりした対象ですね 

➢ サンプル：片親の人達は対象にならなかったのか？ 

⇒先行研究では、両親を対象となっていた。親がいることが条件となっていた。 

➢ 募集方法は？割付してから募集？募集してから割付？介入地区ですがご参加いただける

か？という聞き方になるのか？コントロールか介入か知らせずに募集することは問題ない

か 

⇒割付してから、各幼稚園での説明の際に介入群と対象群のどちらになるか分からないけど、

それでも協力してもらえるか同意を得て、当初の予定であった割付で実施しようと考えて
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いた。募集の際にどちらになるかわからないけれど、ご協力いただけますかそれで幸いで

すと答える 

コメント：対象者を Fixしてから割付するのが通例。どっちになるかわからないけど、参加  

いただけますか？ということを聞いてから割付することが基本→そうでないと対象者の

サンプリングに影響する 

➢ 背景について、ポピュレーションアプローチということがでてきていたが、これはポピュレ

ーションアプローチと考えてよいか 

⇒私たちは参考文献からポピュレーションアプローチとして判断した。 

 

【感想】 

◆ セミナー3 日間の勉強と演習作業を経験して、基礎系の方の研究に臨む姿勢、態度と臨床系

のそれとの違いを感じました。臨床系の結果重視の態度に慣れている身には、プロセスの細

部まで重視する基礎系の方の態度には学ぶことが多かった。従来感じていた基礎系の文献を

読むときの隔靴掻痒の感を今後は別の観点から見るようになるように思います。3 日間ご一

緒していただいたメンバーの方に感謝いたします。        

      （羽金 和彦） 

 

◆ もともと動物実験を中心としたリサーチを行っていました。しかし職場環境の変化で、それ

を継続するのが困難となりました。そこで、今後どのように研究を継続するか、を模索して

いる中、本セミナーを知り、参加させていただくこととなりました。仕事の都合で最後まで

参加できませんでしたが、自分の知識のブラッシュアップを図ることができ、今後の研究の

方向性を改めて考える良い機会を得ることができました。来年以降も、可能な限り参加させ

ていただきたいと存じます。追記）セミナー運営の関係者の皆様、参加者の皆様にはご迷惑

をおかけましたことをこの場をお借りして、陳謝いたします。        

  （宇髙 潤） 

 

◆ 今年度から修士課程に進み、自身の修士論文作成の参考にしたいと思い本セミナーに参加さ

せていただきました。初歩的な論文検索から実践的な研究デザイン構築まで 3 日間で経験で

き、とても勉強になり貴重な時間を過ごすことができました。今回、学んだことを活かして

更に勉学に励みたいと思います。 

（宇野 真里子） 

 

◆ 本研究に参加し運動疫学の考え方や検討方法について受講することができ、大変勉強になり

ました。 また、様々なバックグラウンドの方々とディスカッションをすることができ、貴

重な機会となりました。さらに、皆様の研究発表を聞き、質問等で洗練させていく作業を通

して、研究デザインを立案する上でのポイントを学ぶことができました。講師の皆様、セミ

ナーにご参加の皆様、貴重な機会に感謝いたします。 

  （黒澤 彩） 
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◆ 今回、初めての参加させていただきましたが、疫学の基礎から応用に至るまで、丁寧かつ熱

心にご指導頂き、有意義な時間を過ごすことが出来ました。これまでの理解できていた点、

不勉強な点を再確認できる、良いきっかけともなりました。さらに、グループワークでは、

限られた時間の中ではありましたが、先生方や、参加者の皆様から、貴重なご意見・ご指摘・

ご助言を頂いたことで、非常に勉強になりました。講師の先生方、セミナー参加者のみなさ

ま、ありがとうございました。    

（水島 諒子） 

               

【講師のコメント】 

清原 康介（大妻女子大学家政学部） 

 

 まずは、メンバーの皆様、グループワークとレポート作成、お疲れさまでした。本グループで

は、幼児期における身体活動量をいかにして上げるか？という非常に重要であり、かつ難しいテ

ーマに取り組みました。限られた時間の中で、クラスターRCT という難しいデザインに挑戦しま

したが、メンバーそれぞれの得意分野、専門性を十分に生かした活発な議論ができたと思います。

海外で行われた研究の既存プログラムを改変し、より良い介入プログラムを作成して効果検証を

する考え方は、研究の妥当性、実現可能性の観点からも良いアプローチであると感じました。 

 残念ながら今回は時間もなかったことから、サンプルサイズ設計、必要となるマンパワーや費

用についての検討など、未完成のままになってしまった部分も見受けられます。実際の調査時に

必要となる研究計画書では、初見の非専門家が見ても理解しやすいように、専門用語の説明、用

いた図表の解説などは特に丁寧に吟味していただきたいと思います。更なる研究計画のブラッシ

ュアップに期待しています。今回のセミナーが皆様の今後の研究生活の一助になることを祈念し

ています。 

 


